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防府市地域防災計画（共通編）新旧対照表 

現 行 修 正 案 備 考 

第 1編 総則                                       

第１章 計画の方針 

第 6 節 防災関係機関の業務の大綱及び市民・事業所のとるべき措置 

 

【指定地方行政機関】 

機 関 名 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

(略) (略) 

(略) (略) 

中 国 四 国 農 政 局 

（山口地域センター） 

(略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

 

 

【指定公共機関】 

機 関 名 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

日 本 銀 行 
（ 下 関 支 店 ） 

災害発生時における通貨の円滑な供給確保、金融の迅速適切な調整及び

信用制度の保持運営に関すること。 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

中国電力株式会社 

（山口営業所） 
(略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

 

 

 

 

 

第１編 総則                                       

第１章 計画の方針 

第 6 節 防災関係機関の業務の大綱及び市民・事業所のとるべき措置 

 

【指定地方行政機関】 

機 関 名 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

(略) (略) 

(略) (略) 

中 国 四 国 農 政 局 

 

(略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

 

 

【指定公共機関】 

機 関 名 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

日 本 銀 行 
（ 下 関 支 店 ） 

災害発生時において、銀行券の発行ならびに通貨および金融の調

整を行うとともに、銀行その他の金融機関の間で行われる資金決済

の円滑の確保を図り、もって信用秩序の維持に資すること。 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

中国電力ネットワーク株式会社 

（山口ネットワークセンター） 
(略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本銀行防災業務計画の

一部修正に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分社に伴う修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

第２章 防災面からみた防府市の概況 
第 3 節 防府市の気象と災害 

第 2項 災害 

4 高潮 

（略） 

本市においては、平成 11 年台風 18 号が襲来し、高潮に伴う床上浸水等の被害が発生している。 

現在の想定では、高潮被害の発生頻度の高い瀬戸内沿岸において、山口県を通過した既往最大規模の台風

（昭和 20 年 9 月枕崎台風）が、防府市に最も影響のある経路を進んだ場合を想定して高潮の潮位を定め、ハ

ザードマップを作成し、全世帯への配布やホームページへの掲載等を行っているが、実際の高潮災害では、想

定以上のものが発生し得ることを十分に市民へ周知する必要がある。また、ハザードマップの表示によってイ

メージが固定化されないよう柔軟な対応ができる活用法の啓発が必要である。 

 

 

 

第２編 災害予防計画 

第１章 災害に強いまちづくり 

第 1 節 災害に強い都市基盤の整備 

主な担当関係機関：国土交通省山口河川国道事務所、防府土木建築事務所、山口農林水産事務所、西日本

電信電話㈱山口支店、中国電力㈱山口営業所、 

山口合同ガス㈱防府支店 

 

 

 

 

第2節 建築物等の安全化の促進 

第 1項 建築物等の安全化 

1 公共建築物の安全化 

新耐震法改正以前に設計された建築物について、市は、庁舎、消防署、小・中学校、病院等防災上重要な

機能を有する施設や防府市公会堂、不特定多数の者を収容する施設など、その重要性や規模、建築年次、

利用状況等を考慮した上で、建築物の耐震改修の促進に関する法律の対象枠を拡大して安全化に取り組

む。また、新規建設に当たっては、施設の重要度等を勘案し、耐震性能の確保及び不燃化に努める。 

 

 

 

 

 

第２章 災害に強い人づくり・地域づくり 

第1節 防災に関する普及啓発 

第 1項 防災に関する普及啓発 

5 普及啓発の内容 

対象 平 常 時 の 活 動 災 害 時 の 活 動 

(略) (略) (略) 

(略) (略) (略) 

 

第２章 防災面からみた防府市の概況 
第 3 節 防府市の気象と災害 

第 2項 災害 

4 高潮 

（略） 

本市においては、平成 11 年台風 18 号が襲来し、高潮に伴う床上浸水等の被害が発生している。 

現在の想定では、高潮被害の発生頻度の高い瀬戸内海沿岸において、山口県を通過した既往最大規模の台風

（昭和 20 年 9 月枕崎台風）が、防府市に最も影響のある経路を進んだ場合を想定して高潮の潮位を定め、ハ

ザードマップを作成し、全世帯への配布やホームページへの掲載等を行っているが、実際の高潮災害では、想

定以上のものが発生し得ることを十分に市民へ周知する必要がある。また、ハザードマップの表示によってイ

メージが固定化されないよう柔軟な対応ができる活用法の啓発が必要である。 

 

 

 

第２編 災害予防計画 

第１章 災害に強いまちづくり 

第 1 節 災害に強い都市基盤の整備 

主な担当関係機関：国土交通省山口河川国道事務所、防府土木建築事務所、山口農林水産事務所、西日本電

信電話㈱山口支店、中国電力ネットワーク㈱山口ネットワークセンター、山口合同ガス

㈱防府支店 

 

 

 

 

第2節 建築物等の安全化の促進 

第 1項 建築物等の安全化 

1 公共建築物の安全化 

新耐震法改正以前に設計された建築物について、市は、庁舎、消防署、小・中学校、病院等防災上重要な

機能を有する施設や不特定多数の者を収容する施設など、その重要性や規模、建築年次、利用状況等を考

慮した上で、建築物の耐震改修の促進に関する法律の対象枠を拡大して安全化に取り組む。また、新規建

設に当たっては、施設の重要度等を勘案し、耐震性能の確保及び不燃化に努める。 

 

 

 

 

 

第２章 災害に強い人づくり・地域づくり 

第1節 防災に関する普及啓発 

第 1項 防災に関する普及啓発 

5 普及啓発の内容 

対象 平 常 時 の 活 動 災 害 時 の 活 動 

(略) (略) (略) 

(略) (略) (略) 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分社に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所要の修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

市
民 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (新規） 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (新規） 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

(略) (略) (略) 

 

 

 

第2節 地域における防災活動力の強化 

第 2項 自主防災組織の育成強化 

3 自主防災組織の活動支援 

市は、自主防災組織の結成支援や活動支援を行うため、自主防災組織等支援協力員を設置し、防災出前講座

等に派遣するなど、積極的な指導援助の体制を構築するとともに、自主防災組織や県、防災関係機関、学校、

事業所等の参加による防災訓練や研修会等、地域の防災力を高める支援を行う。 

 

 

 

第3節 ボランティア活動の環境整備 

第 1項 ボランティア活動の推進 

2 災害ボランティアセンターの運営体制等の整備 

 

（新規） （新規） 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

 

 

 

第３章 災害活動体制の整備 

第 1 節 市の活動体制の整備 

第 4項 防災拠点の整備 

（略） 

既存の施設・設備にあっては、安全点検を行い、浸水対策等の強化を行う等必要に応じて、改修・補強工事

等を実施していく。 

市
民 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 自動車へのこまめな満タン給油 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 防災気象情報、避難に関する情報、５段階

の警戒レベルに対応した取るべき行動 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

(略) (略) (略) 

 

 

 

第2節 地域における防災活動力の強化 

第 2項 自主防災組織の育成強化 

3 自主防災組織の活動支援 

市は、自主防災組織の結成支援や活動支援を行うため、防府市防災士等連絡協議会と連携し、防災出前講座

等に防災士を派遣するなど、積極的な指導援助の体制を構築するとともに、自主防災組織や県、防災関係機

関、学校、事業所等の参加による防災訓練や研修会等、地域の防災力を高める支援を行う。 

 

 

 

第3節 ボランティア活動の環境整備 

第 1項 ボランティア活動の推進 

2 災害ボランティアセンターの運営体制等の整備 

 

受付体制の整備 
◆ 円滑かつ効率的な受付を行うため「災ボラＱＲアプリ」等の導入を 

検討する。 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) 

 

 

 

第３章 災害活動体制の整備 

第 1 節 市の活動体制の整備 

第 4項 防災拠点の整備 

（略） 

既存の施設・設備にあっては、安全点検を行い、浸水対策等の強化を行う等必要に応じて、移転・改修・

補強工事等を実施していく。 

 

（国）防災基本計画の見

直しに伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防府市防災士等連絡協議

会との連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所要の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所要の修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

第 2 節 災害情報の収集・伝達体制の整備 

主な担当関係部署：防災危機管理課、総務課、消防本部 

 

（現状と課題） 

■情報網・通信手段の整備 

現在、市において使用可能な通信手段は、一般加入電話（携帯電話を含む。）、ＦＡＸ、災害時優先電話（携

帯電話を含む。）、県防災行政無線、県衛星通信、市防災行政無線（同報系・移動系）、消防救急デジタル無

線（消防本部）、簡易無線（クリーンセンター）、市メールサービス、緊急通報 web119、緊急告知防災ラジ

オ、緊急速報メール及び同報系防災行政無線のテレフォンサービスがある。 

 

 

第 1 項 情報処理体制の整備 

1 情報収集・伝達体制の整備 

 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 航空機、車両等による機動的な情報収集活動ができるよう防災関係機関間における事前調整等に

よる体制の整備 

 

 

 

 

第 3 節 県及び防災関係機関との連携体制の整備 

主な担当関係部署：防災危機管理課、総務課、職員課、保険年金課（物資輸送班）、 

社会福祉課、消防本部、上下水道局 

 

 

第 4 節 応援要請・受援体制の整備 

主な担当関係部署：防災危機管理課、総務課、職員課、社会福祉課、文化・スポーツ課、 

消防本部、上下水道局 

 

 

 

第5節 被災自治体への応援体制の整備 

主な担当関係部署：防災危機管理課、総務課、職員課、社会福祉課、健康増進課、 

都市計画課、建築課、消防本部、上下水道局 

 

 

 

第 2 節 災害情報の収集・伝達体制の整備 

主な担当関係部署：防災危機管理課、行政管理課、消防本部 

 

（現状と課題） 

■情報網・通信手段の整備 

現在、市において使用可能な通信手段は、一般加入電話（携帯電話を含む。）、ＦＡＸ、災害時優先電話（携

帯電話を含む。）、県防災行政無線、県衛星通信、市防災行政無線（同報系・移動系）、ＩＰ無線、消防救急

デジタル無線（消防本部）、簡易無線（クリーンセンター）、市メールサービス、Net119、緊急告知防災ラジ

オ、緊急速報メール及び同報系防災行政無線のテレフォンサービスがある。 

 

 

第 1 項 情報処理体制の整備 

1 情報収集・伝達体制の整備 

 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 航空機、無人航空機、車両等による機動的な情報収集活動ができるよう防災関係機関間における

事前調整等による体制の整備 

 

 

 

 

第 3 節 県及び防災関係機関との連携体制の整備 

主な担当関係部署：防災危機管理課、行政管理課、人事課、保険年金課（物資輸送班）、 

社会福祉課、消防本部、上下水道局 

 

 

第 4 節 応援要請・受援体制の整備 

主な担当関係部署：防災危機管理課、行政管理課、人事課、社会福祉課、文化・スポーツ課、 

消防本部、上下水道局 

 

 

 

第5節 被災自治体への応援体制の整備 

主な担当関係部署：防災危機管理課、行政管理課、人事課、社会福祉課、健康増進課、 

都市計画課、建築課、消防本部、上下水道局 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

ＩＰ無線の導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国）防災基本計画の見

直しに伴う修正 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

組織改編 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

第５章 医療救護活動体制の整備 

第1節 医療救護活動体制の整備 

第 1項 医療救護活動体制の整備 

4 医療救護班による応急医療に関する協力体制の整備 

  市は、防府医師会、防府歯科医師会、防府薬剤師会、山口県看護協会等と医療救護班の編成、物資・要員の

調達等について協議し、災害発生直後から迅速に医療救護班の編成や派遣、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チー

ム）やＪＭＡＴ（日本医師会災害医療チーム）などの受入れ及び救護所への受入れができるよう、初動医

療体制の整備を進める。 

 

 

 

第６章 緊急輸送活動体制の整備 

第1節 緊急輸送ネットワークの整備 

（現状と課題） 

市内の輸送拠点としては、防府市公設青果物地方卸売市場を指定している。また、防府高校、佐波小 

学校、桑山中学校等を臨時ヘリポートとして使用する予定である。引き続き、災害状況に応じた拠点 

の整備や、効果的な物資集配の拠点の整備、体制の強化等を進める。 

 

 

第2節 緊急輸送体制の整備 

主な担当関係部署：総務課 

 

 

 

第７章 避難体制の整備 

第2節 避難体制の整備 

主な担当関係部署：防災危機管理課、総務課、河川港湾課、高齢福祉課、障害福祉課、 

子育て支援課、健康増進課、教育委員会（学校教育課）、消防本部 

 

第 2項 特別な区域における避難体制の整備 

1 土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域 

県知事は、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12 年法律第57 号。

以下「土砂災害防止法」という。）の規定に基づき、基礎調査の結果を公表するとともに区域を明示する

ため、土砂災害警戒区域（以下「警戒区域」という。）及び土砂災害特別警戒区域を指定している。 

（1）土砂災害警戒区域 

急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそれがあると認められる区

域であり、危険の周知及び警戒避難体制の整備を行う。 

（2）土砂災害特別警戒区域 

警戒区域のうち、急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、建築物に損壊が生じ、住民等の生命又は身体に著

しい危害が生じるおそれがあると認められる区域で、特定の開発行為に対する許可制、建築物の構造規制等

を行う。 

 

第５章 医療救護活動体制の整備 

第1節 医療救護活動体制の整備 

第 1項 医療救護活動体制の整備 

4 医療救護班による応急医療に関する協力体制の整備 

  市は、防府医師会、防府歯科医師会、防府薬剤師会、山口県看護協会等と医療救護班の編成、物資・要員の

調達等について協議し、災害発生直後から迅速に医療救護班の編成や派遣、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）

やＪＭＡＴ（日本医師会災害医療チーム）、ＤＨＥＡＴ（災害時健康危機管理支援チーム）などの受入れ及

び救護所への受入れができるよう、初動医療体制の整備を進める。 

 

 

 

第６章 緊急輸送活動体制の整備 

第1節 緊急輸送ネットワークの整備 

（現状と課題） 

市内の輸送拠点としては、防府市公設青果物地方卸売市場を指定している。また、防府高校、佐波小 

学校、桑山中学校等を臨時ヘリポートとして使用する。引き続き、災害状況に応じた拠点の整備や、 

効果的な物資集配の拠点の整備、体制の強化等を進める。 

 

 

第2節 緊急輸送体制の整備 

主な担当関係部署：行政管理課 

 

 

 

第７章 避難体制の整備 

第2節 避難体制の整備 

主な担当関係部署：防災危機管理課、行政管理課、河川港湾課、高齢福祉課、障害福祉課、 

子育て支援課、健康増進課、教育委員会（学校教育課）、消防本部 

 

 

第 2項 特別な区域における避難体制の整備 

1 土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域 

県知事は、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年法律第 57 号。

以下「土砂災害防止法」という。）の規定に基づき、基礎調査の結果を公表するとともに区域を明示するた

め、土砂災害警戒区域（以下「警戒区域」という。）及び土砂災害特別警戒区域を指定している。 

 

土砂災害警戒区域 急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、住民等の生命又は身体に危害が生ずる

おそれがあると認められる区域であり、危険の周知及び警戒避難体制の整備

を行う。 

土砂災害特別警戒

区域 

警戒区域のうち、急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、建築物に損壊が生じ、

住民等の生命又は身体に著しい危害が生じるおそれがあると認められる区域

で、特定の開発行為に対する許可制、建築物の構造規制等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

所要の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所要の修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

市は、警戒区域の避難体制について、次の事項を定める（土砂災害防止法第８条）。 

 

また、市長は、市防災計画に基づき、国土交通省令で定めるところにより、土砂災害に関する情報の伝達

方法、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における避難施設その他の避難場所及び避難路その他

の避難経路に関する事項その他警戒区域における円滑な警戒避難を確保する上で必要な事項を住民等に周知

させるため、これらの事項を記載した印刷物の配布その他の必要な措置を講じる。 

 

 (略) 

 警戒区域内の要配慮者利用施設利用者の円滑な警戒避難のための土砂災害に関する情報、予報

及び警報の伝達方法 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 

資料編［災害危険区域］ 

 ２-13-２ 土砂災害警戒区域の指定箇所一覧 
 

資料編［要配慮者関係］ 

 ２-14-１ 土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設 

※要配慮者利用施設：社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が利用す

る施設。 

 

なお、前項1 の土砂災害警戒区域内にある要配慮者利用施設の管理者は、土砂災害防止法第8条の2の規定

による避難確保計画を作成し、その計画に基づく避難訓練を実施することになっており、国、県及び市は、

連携して啓発や計画作成・訓練実施に向けた支援を行う。 

また、県及び市は、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画や避難訓練の実施状況等について、定期的

に確認するよう努める。 

 

 

資料編［避難体制］ 

 ２-12-２ 土砂災害警戒区域における避難体制の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市は、警戒区域の避難体制について、次の事項を定める（土砂災害防止法第８条）。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 (略) 

 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

 (略) 

※要配慮者利用施設：社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が利用する

施設。 

 

(1) 市防災会議は、上記の規定により市防災計画において上記に掲げる警戒区域内の要配慮者利用施設の名

称及び所在地を定めるときは、当該市防災計画において、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合

における要配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難を確保するため、上記に掲げる事項と

して土砂災害に関する情報、予報及び警報の伝達に関する事項を定める。 

 (2) 市は、市防災計画に基づき、国土交通省令で定めるところにより、土砂災害に関する情報の伝達方法、

急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避

難経路に関する事項その他警戒区域における円滑な警戒避難を確保する上で必要な事項を住民等に周知さ

せるため、これらの事項を記載した印刷物（ハザードマップ等）の配布その他の必要な措置を講じる。 

(3) 市防災計画にその名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令

で定めるところにより、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における当該要配慮者利用施設を

利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作成す

る。国、県及び市は、連携して啓発や計画作成・訓練実施に向けた支援を行う。 

(4) 上記(3)の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、上記(3)の計画を作成したときは、遅滞なく、これ

を市に報告する。これを変更したときも、同様とする。 

(5) 市は、上記(3)の要配慮者利用施設の所有者又は管理者が上記(3)の計画を作成していない場合におい

て、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における当該要配慮者利用施設を利用している者の円

滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要があると認めるときは、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理

者に対し、必要な指示をすることができる。 

(6) 市は、上記(5)の指示を受けた要配慮者利用施設の所有者又は管理者が、正当な理由がなく、その指示

に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

(7) 上記(3)の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、上記(3)の計画で定めるところにより、急傾斜地の

崩壊等が発生するおそれがある場合における上記(3)の要配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速

な避難の確保のための訓練を行わなければならない。 

(8) 県及び市は、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画や避難訓練の実施状況等について、定期的に確

認するよう努める。 

 

 

 

 

 

 

所要の修正 

 

 

 

 

（県）地域防災計画見直

しに伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土砂災害防止法改正に伴

う修正 

 

 

 

所要の修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2 洪水浸水想定区域 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料編［要配慮者関係］ 

 ２-14-２ 洪水浸水想定区域内の要配慮者利用施設（佐波川） 

 ２-14-３ 洪水浸水想定区域内の要配慮者利用施設（馬刀川、柳川） 
 

 

資料編［避難体制］ 

 ２-12-３ 洪水浸水想定区域における避難体制の整備 

 

 

 

第3節 避難場所等の指定及び整備 

主な担当関係部署：防災危機管理課、総務課、障害福祉課、高齢福祉課、子育て支援課、 

健康増進課、社会福祉課、 

教育委員会（学校教育課・教育総務課・生涯学習課） 

 
 
 
 

資料編［避難体制］ 

 ２-12-２ 土砂災害警戒区域における避難体制の整備 
 

資料編［災害危険区域］ 

 ２-13-２ 土砂災害警戒区域の指定箇所一覧 
 

資料編［要配慮者関係］ 

 ２-14-１ 土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設 

 

 

 

 

2 洪水浸水想定区域 

 

 (1) 市防災計画にその名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省

令で定めるところにより、洪水の浸水のおそれがある場合における当該要配慮者利用施設を利用している

者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作成する。国、県及

び市は、連携して啓発や計画作成・訓練実施に向けた支援を行う。 

(2) 上記(1)の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、上記(1)の計画を作成したときは、遅滞なく、これ

を市に報告する。これを変更したときも、同様とする。 

(3) 市は、上記(1)の要配慮者利用施設の所有者又は管理者が上記(1)の計画を作成していない場合におい

て、当該要配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要があると認める

ときは、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対し、必要な指示をすることができる。 

(4) 市は、上記(3)の指示を受けた要配慮者利用施設の所有者又は管理者が、正当な理由がなく、その指示

に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

(5) 上記(1)の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、上記(1)の計画で定めるところにより、洪水の浸水

のおそれがある場合における上記(1)の要配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保の

ための訓練を行わなければならない。 

(6) 県及び市は、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画や避難訓練の実施状況等について、定期的に確

認するよう努める。 

資料編［避難体制］ 

 ２-12-３ 洪水浸水想定区域における避難体制の整備 

 

資料編［要配慮者関係］ 

 ２-14-２ 洪水浸水想定区域内の要配慮者利用施設（佐波川） 

 ２-14-３ 洪水浸水想定区域内の要配慮者利用施設（馬刀川、柳川） 
 

 

 

 

第3節 避難場所等の指定及び整備 

主な担当関係部署：防災危機管理課、行政管理課、障害福祉課、高齢福祉課、子育て支援課、 

健康増進課、社会福祉課、 

教育委員会（学校教育課・教育総務課・生涯学習課） 

 
 
 
 

 

 

 

所要の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水防法改正に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所要の修正 

 

 

所要の修正 

 

 

 

 

 

 

組織改編 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

（基本方針） 

○（略） 

○（略） 

○男女共同参画の視点や要配慮者への配慮等を反映した避難所運営マニュアルを整備するとともに、開設・

運営訓練等を実施する。 

○（略） 

○（略） 

○（略） 

 

 

第 1項 避難場所等の指定及び周知 

1 避難場所等の指定 

(5) （新規） 

 

 

 

 

第 2 項 避難場所等の運営管理体制の整備 

4 避難所運営マニュアルの作成 

市は、避難場所等の円滑な開設・運営をするとともに、男女共同参画の視点、女性、子育て家庭、障害

者、高齢者等に配慮した避難所運営等をするため、避難場所等の開設や運営に関するマニュアル（以下

「避難所運営マニュアル」という。）を作成している。今後は、国・県の指針等の見直しや訓練の課題な

どを踏まえ、適宜見直しを検討する。  

 

 

 

6  指定避難所における備蓄対策の推進 

（1）備蓄計画の策定 

食料品・飲料水等や常備薬、炊き出し用具、毛布等の生活必需品などのうち、避難生活に必要な物資と

して市が備蓄する品目等を定めた備蓄計画を策定し、随時更新を図る。この際、男女共同参画の視点

や、要配慮者の特性に十分考慮した計画となるよう配慮する。 

 

 

第８章 要配慮者のための環境整備 

第2節 避難行動要支援者の避難支援体制の整備 

第 1項 避難行動要支援者の避難支援計画の作成 

3  避難行動要支援者の範囲の設定 

 

要介護者 （略） 

障害者 （略） 

難病患者 
 難病患者のうち、特定疾患医療受給者であって重度認定を受けている者 

 難病患者のうち、小児慢性特定疾患医療受給者であって重度認定を受けている者 

その他 （略） 

 

（基本方針） 

○（略） 

○（略） 

○男女共同参画の視点や要配慮者への配慮、感染症対策等を反映した避難所運営マニュアルを整備するとと

もに、開設・運営訓練等を実施する。 

○（略） 

○（略） 

○（略） 

 

 

第 1項 避難場所等の指定及び周知 

1 避難場所等の指定 

(5) ホテル・旅館の活用 

感染症対策について、感染患者が発生した場合の対応を含め、平常時から防災部局と保健部局が連携し

て、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用等を含めて検討しておく。 

 

第 2項 避難場所等の運営管理体制の整備 

4 避難所運営マニュアルの作成 

市は、避難場所等の円滑な開設・運営をするとともに、男女共同参画の視点、感染症対策、女性、子育て

家庭、障害者、高齢者等に配慮した避難所運営等をするため、避難場所等の開設や運営に関するマニュアル

（以下「避難所運営マニュアル」という。）を作成している。今後は、国・県の指針等の見直しや訓練の課

題などを踏まえ、適宜見直しを検討する。 

 

 

 

6  指定避難所における備蓄対策の推進 

（1）備蓄計画の策定 

食料品・飲料水等や常備薬、マスク、消毒液、使い捨て手袋、キャップ等衛生用品、炊き出し用具、

毛布等の生活必需品などのうち、避難生活に必要な物資として市が備蓄する品目等を定めた備蓄計画を

策定し、随時更新を図る。この際、男女共同参画の視点や、要配慮者の特性に十分考慮した計画となる

よう配慮する。 

 

第８章 要配慮者のための環境整備 

第2節 避難行動要支援者の避難支援体制の整備 

第 1項 避難行動要支援者の避難支援計画の作成 

3  避難行動要支援者の範囲の設定 

 

要介護者 （略） 

障害者 （略） 

難病患者 
 難病患者のうち、特定疾患医療受給者の認定を受けている者 

 難病患者のうち、小児慢性特定疾患医療受給者の認定を受けている者 

その他 （略） 

 

 

 

新型コロナウイルス感染

症対策の反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国）防災基本計画の見

直しに伴う修正及び新型

コロナウイルス感染症対

策の反映 

 

 

 

新型コロナウイルス感染

症対策の反映 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染

症対策の反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

難病報経過措置終了に伴

う修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

第 3 節 要配慮者に対する避難生活支援体制の整備 

第 1項 避難場所等における要配慮者への配慮 

指定避難所においては、福祉避難室等のスペースを確保するなど、要配慮者に配慮した避難所運営がで

きるよう環境整備を推進する。 

また、要配慮者の特性に十分考慮した備蓄の推進を図る。 

 

 

 

第１０章 物資供給体制の整備 

第1節 食料の確保・供給体制の整備 

主な担当関係部署：防災危機管理課、農林水産振興課、職員課、子育て支援課、 

教育委員会（学校教育課）、消防本部、上下水道局 

 

 

 

第3節 生活必需品等の供給体制の整備 

主な担当関係部署：社会福祉課、防災危機管理課、総務課、健康増進課 

 

 

 

 

第１３章 保健衛生及び防疫活動体制の整備 

第1節 保健衛生活動体制の整備 

第 1項 保健衛生体制の整備 

市は、市の保健師及び栄養士が、災害時に巡回指導等により被災者の健康管理及び栄養指導ができるよ

う、健康福祉部救護班の中に市の保健師及び栄養士（健康福祉部要配慮者支援班に所属する課の職員も含

む。）で構成する保健活動班を設置するなど、災害時の保健指導体制を確立しておくとともに、あらかじ

め災害時保健活動マニュアルを作成する。また、市、山口健康福祉センター及び精神保健福祉センターは

連携して、メンタルヘルスケア体制の整備を図る。 

【達成目標】 

○災害時保健活動マニュアルを作成するとともに、山口健康福祉センター等との平常時からの連携体制を

整える。 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 節 要配慮者に対する避難生活支援体制の整備 

第 1項 避難場所等における要配慮者への配慮 

指定避難所においては、福祉避難室等のスペースを確保するなど、要配慮者に配慮した避難所運営ができ

るよう環境整備を推進する。 

また、要配慮者の特性に十分考慮した備蓄の推進を図るほか、避難所担当職員研修時に、要配慮者の対応

が出来るよう内容を検討する。 

 

 

第１０章 物資供給体制の整備 

第1節 食料の確保・供給体制の整備 

主な担当関係部署：防災危機管理課、農林水産振興課、人事課、子育て支援課、 

教育委員会（学校教育課）、消防本部、上下水道局 

 

 

 

第3節 生活必需品等の供給体制の整備 

主な担当関係部署：社会福祉課、防災危機管理課、行政管理課、健康増進課 

 

 

 

 

 

第１３章 保健衛生及び防疫活動体制の整備 

第1節 保健衛生活動体制の整備 

第 1項 保健衛生体制の整備 

市は、市の保健師及び栄養士が、災害時に巡回指導等により被災者の健康管理及び栄養指導ができるよ

う、健康福祉部救護班の中に市の保健師及び栄養士（健康福祉部要配慮者支援班に所属する課の職員も含

む。）で構成する保健活動班を設置し、災害時の保健指導体制を確立しておく（災害時保健活動マニュアル

参照）。また、市、山口健康福祉センター及び精神保健福祉センターは連携して、メンタルヘルスケア体制

の整備を図る。 

【達成目標】 

○災害時保健活動マニュアルを必要時更新するとともに、山口健康福祉センター等との平常時からの連携

体制を整える。 

「災害時の保健活動推進マニュアル」（日本公衆衛生協会、全国保健師長会） 

「山口県災害時健康管理マニュアル」 

「大規模災害時の栄養・食生活支援活動ガイドライン」参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所要の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

所要の修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

第１４章 動物救護のための体制の整備 

第 1 節 動物救護活動のための体制の整備 

（現状と課題） 

災害時の動物救護に関しては、環境省から平成25 年6 月に「災害時におけるペットの救護対策ガイドラ

イン」が出され、平成26 年3 月に山口県動物愛護管理推進計画が改訂されている。このガイドラインは、

平成28 年4 月に発生した熊本地震への対応状況を検証し、より適切な対策が講じられるようにするため、

平成30 年3 月に「人とペットの災害対策ガイドライン」に改訂されている。今後は、このガイドラインや

計画に基づき、動物愛護推進員や関係団体・機関と連携して、災害時のペットとの同行避難が受け入れられ

る、人と動物の共生する社会づくりを推進するとともに、平常時から行うべき対策や災害時の同行避難等に

ついて、飼い主等への指導、普及啓発を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

第１５章 行方不明者の捜索及び遺体処理の体制整備 

第１節 行方不明者の捜索及び遺体の処理体制の整備 

（現状と課題） 

平成 20 年 3 月に公表された山口県の地震被害想定では、佐波川断層地震による防府市内の死者は最大で

339 人にのぼると想定されている。大規模災害で多数の行方不明者や死者が発生した際の捜索や遺体の取り扱

い、埋火葬の体制整備や応援要請に向けた準備が必要となる。 

 

 

 

 

 

第１６章 災害廃棄物等の処理体制の整備 

第 1 節 災害廃棄物等の処理体制の整備 

（基本方針）基本方針 

○大規模な地震や風水害の発生時に、迅速かつ適切に災害廃棄物処理を行うため、本市を取り巻く状況等の

変化にあわせて、災害廃棄物処理計画の見直しを適宜行い、災害廃棄物処理体制を強化する。 

 

 

第 2項 し尿処理体制の整備 

【達成目標】 

○し尿処理事業者と、災害時の応援協定の締結を進める。 

 

 

 

 

第１７章 応急復旧及び復旧対策のための体制整備 

第1節 建物応急対策の整備 

第 2項 応急仮設住宅の建設及び住宅の提供体制の整備 

 

第１４章 動物救護のための体制の整備 

第 1 節 動物救護活動のための体制の整備 

（現状と課題） 

災害時の動物救護に関しては、環境省から平成 25 年 6 月に「災害時におけるペットの救護対策ガイドライ

ン」が出され、平成 26 年 3 月に山口県動物愛護管理推進計画が改訂されている。このガイドラインは、平成

28 年 4 月に発生した熊本地震への対応状況を検証し、より適切な対策が講じられるようにするため、平成 30

年 3月に「人とペットの災害対策ガイドライン」に改訂されている。今後は、このガイドラインや計画に基づ

き、動物愛護推進員や関係団体・機関と連携して、災害時のペットとの同行避難が受け入れられる、人と動物

の共生する社会づくりを推進するとともに、平常時から行うべき対策や災害時の同行避難等について、飼い主

による日頃からのしつけや予防接種等の健康管理、避難のためのゲージやペットフード等の用意など、飼い主

による平時の備えや避難先のルールについて普及啓発を行う必要がある。 

 

 

 

 

第１５章 行方不明者の捜索及び遺体処理の体制整備 

第１節 行方不明者の捜索及び遺体の処理体制の整備 

（現状と課題） 

平成 20 年 3 月に公表された山口県の地震被害想定では、佐波川断層地震による防府市内の死者は最大で 339

人にのぼると想定されている。大規模災害で多数の行方不明者や死者が発生した際の捜索や遺体の取り扱い、

埋葬の体制整備や応援要請に向けた準備が必要となる。 

 

 

 

 

 

第１６章 災害廃棄物等の処理体制の整備 

第 1 節 災害廃棄物等の処理体制の整備 

（基本方針）基本方針 

○大規模な地震や風水害の発生時に、迅速かつ適切に災害廃棄物処理を行うため、本市を取り巻く状況等の変

化にあわせて、「防府市災害廃棄物処理計画」の見直しを適宜行い、災害廃棄物処理体制を強化する。 

 

 

第 2項 し尿処理体制の整備 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

第１７章 応急復旧及び復旧対策のための体制整備 

第1節 建物応急対策の整備 

第 2項 応急仮設住宅の建設及び住宅の提供体制の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人とペットの災害対策ガ

イドラインによる修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

目標達成により削除 
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現 行 修 正 案 備 考 

1 応急仮設住宅の候補地の選定 

応急仮設住宅

建設候補地 

岩畠公園 防府市岩畠一丁目３９３０ 

三田尻御茶屋公園 防府市お茶屋町１３０７－1 

牟礼中学校グラウンド 防府市敷山町１−１ 

松崎小学校グラウンド 防府市東松崎町１−１ 

桑山中学校グラウンド 防府市桑山二丁目７−２６ 

華西中学校グラウンド 防府市大字西浦５４５－２ 

西浦小学校グラウンド 防府市大字西浦１９４４−１ 

富海小学校グラウンド 防府市大字富海１２４８ 

富海中学校グラウンド 防府市大字富海１２４６－１ 

小野中学校グラウンド 防府市大字奈美２５ 

大道中学校グラウンド 防府市大字台道１１２４ 

 

 

 

第3節 ライフライン施設の応急復旧体制の整備 

主な担当関係機関：県企業局、中国電力㈱山口営業所、山口合同ガス㈱防府支店、 

西日本電信電話㈱山口支店、西日本旅客鉄道㈱ 

 

 

第 1項 ライフライン施設の応急復旧体制の整備 

3 電気事業者（中国電力株式会社） 

 

 

 

 

 

第３編 災害応急対策計画 

第１章 応急活動体制の確立 

第2節 災害対策本部等の設置・運営等 

第 1項 災害対策本部等の設置 

1 第 1 警戒体、第 2警戒体制 

(2) 第２警戒体制 

 気 象 災 害 の 場 合 地震災害の場合 津波災害

の場合 

（新規） 

第２警戒 

体制 （略） （略）  

 

 

 

（新規） 

本部の設置 （略） 

実施する 

業務 （略） 

 

1 応急仮設住宅の候補地の選定 

応急仮設住宅

建設候補地 

岩畠公園 防府市岩畠一丁目３９３０ 

三田尻御茶屋公園 防府市お茶屋町１３０７－1 

牟礼中学校グラウンド 防府市敷山町１−１ 

松崎小学校グラウンド 防府市東松崎町１−１ 

（削除） （削除） 

華西中学校グラウンド 防府市大字西浦５４５－２ 

西浦小学校グラウンド 防府市大字西浦１９４４−１ 

富海小学校グラウンド 防府市大字富海１２４８ 

富海中学校グラウンド 防府市大字富海１２４６－１ 

（削除） （削除） 

大道中学校グラウンド 防府市大字台道１１２４ 

 

 

 

第3節 ライフライン施設の応急復旧体制の整備 

主な担当関係機関：県企業局、中国電力ネットワーク㈱山口ネットワークセンター、山口合同ガス㈱防府支

店、西日本電信電話㈱山口支店、西日本旅客鉄道㈱ 

 

 

第 1項 ライフライン施設の応急復旧体制の整備 

3 電気事業者（中国電力ネットワーク株式会社） 

 

 

 

 

 

第３編 災害応急対策計画 

第１章 応急活動体制の確立 

第2節 災害対策本部等の設置・運営等 

第 1項 災害対策本部等の設置 

1 第 1 警戒体、第 2警戒体制 

(2) 第２警戒体制 

 気 象 災 害 の 場 合 地震災害の場合 津波災害

の場合 

その他の災害の場合 

第２警戒 

体制 （略） （略） －  市内に大規模な火災、危険

物等に係る事故、原子力事

故が発生した場合 

 その他人的物的被害が甚大

な事故が発生した場合（社

会的影響度が高いもの） 

本部の設置 （略） 

実施する 

業務 （略） 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分社に伴う修正 

 

 

 

 

分社に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大規模火災その他特殊災

害発生時の配備対応基準

の反映 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

2 水防本部の設置 

 

 気 象 災 害 の 場 合 

水防非常体制

（水防本部 

設置） 

◆ 洪水予報河川（佐波川）及び水位周知河川（柳川、馬刀川）の水位が、水防団待機水位を越

え、更に水位の上昇が認められるとき。 

◆ 土砂災害警戒情報（土砂災害降雨危険度レベル３相当）が発表され、かつ今後も大雨が続くと

予想されるとき。 

◆ 梅雨前線が停滞し、先行雨量その他の状況から必要と認められるとき。 

◆ 台風の暴風域が２４時間以内に防府市にかかると予想されるとき。 

◆ 高潮による被害が予想されるとき。 

 

 

3 災害対策本部の設置 

 

 気 象 災 害 の 場 合 地震災害・津波災害の場
合 

その他の災害の場合 

非常体制 

（災害対策
本部設
置） 

（略） 【第１非常体制】 

◆ 市内で震度５弱又は

震度５強の地震が発

生したとき 

◆ 「山口県瀬戸内沿岸」
に津波注意報が発表
され、その状況から必
要と認められるとき 

 

 市内に大規模

な火事又は爆

発が発生し、

必要と認める

とき。 

 市内 に有害

物、放射性物

質の大量の放

出又は多数の

傷病者、遭難

者を 伴う列

車、航空機及

び船舶等の事

故その他重大

な事故が発生

し、必要と認

めるとき。 

 その他救助法

による救助を

適用する災害

が発生し、必

要と認めると

き。 

※「必要と認める
とき｣の基準は、気
象災害の場合に準
ずる。 

（略） （略） 

設置者 （略） 

設置場所 
（略） 

設置に伴う 

事務 
（略） 

 

 

 

2 水防本部の設置 

 

 気 象 災 害 の 場 合 

水防非常体制

（水防本部 

設置） 

◆ 洪水予報河川（佐波川）及び水位周知河川（柳川、馬刀川）の水位が、水防団待機水位を越

え、更に水位の上昇が認められるとき。 

◆ 土砂災害危険度情報（警戒（警戒レベル３相当））が発表され、かつ今後も大雨が続くと予想

されるとき。 

◆ 梅雨前線が停滞し、先行雨量その他の状況から必要と認められるとき。 

◆ 台風の暴風域が２４時間以内に防府市にかかると予想されるとき。 

◆ 高潮による被害が予想されるとき。 

 

 

3 災害対策本部の設置 

 

 気 象 災 害 の 場 合 地震災害・津波災害の場
合 

その他の災害の場合 

非常体制 

（災害対策
本部設
置） 

（略） 【第１非常体制】 

◆ 市内で震度５弱又は

震度５強の地震が発

生したとき 

◆ 「山口県瀬戸内海沿
岸」に津波注意報が発
表され、その状況から
必要と認められると
き 

 

 市内に大規模

な火災又は爆

発が発生し、

必要と認める

とき。 

 市内 に有害

物、放射性物

質の大量の放

出又は多数の

傷病者、遭難

者を 伴う列

車、航空機及

び船舶等の事

故その他重大

な事故が発生

し、必要と認

めるとき。 

 その他救助法

による救助を

適用する災害

が発生し、必

要と認めると

き。 

※「必要と認める
とき｣の基準は、気
象災害の場合に準
ずる。 

（略） （略） 

設置者 （略） 

設置場所 
（略） 

設置に伴う 

事務 
（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水防本部設置運営要綱の

見直しによる修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

第２章 災害情報等の収集・伝達 

第1節 災害発生直前の情報収集・伝達 

第 1項 気象警報・注意報等の収集 

 

気象警報・注

意報等 

 下関地方気象台は、県内の市町ごとに以下の気象情報が発表される。 

「注意報」：大雨や強風などの気象現象により災害が起こるおそれのあるとき 

「警報」：重大な災害が起こるおそれのあるとき 

「特別警報」：重大な災害が起こるおそれが著しく大きい場合 

 （略） 

土砂災害警戒

情報 
 （略） 

土砂災害緊急

情報 
 （略） 

噴火警報等  （略） 

 

 

 

第2節 災害発生時の通信手段の確保 

主な担当関係部署：防災危機管理課、総務課、消防本部 

 

 

 

第4節 被災者情報の把握及び提供 

主な担当関係部署：市民課、社会福祉課、子育て支援課、高齢福祉課、障害福祉課、 

防災危機管理課、総務課 

 

 

 

第３章 広報活動 

第1節 広報活動 

主な担当関係部署：情報政策課（広報班）、総務課、防災危機管理課、 

市民活動推進課（出張所班）、消防本部 

 

 

第 1項 広報体制の確保 

3 広報手段 

（略） 

広報の際は、本部統括部情報発信班、消防本部（消防団）、自主防災組織、自治会等と密接に連絡をとる

よう努める。また、視聴覚障害者や外国人等の情報弱者については、支援者等の協力を得ながら、外国人に

は多言語等特性に応じた適切な情報提供となるよう配慮する。 

 

 

 

第２章 災害情報等の収集・伝達 

第1節 災害発生直前の情報収集・伝達 

第 1項 気象警報・注意報等の収集 

 

気象警報・注

意報等 

 下関地方気象台は、県内の市町ごとに以下の気象情報を発表する。 

「注意報」：大雨や強風などの気象現象により災害が起こるおそれのあるとき 

「警報」：重大な災害が起こるおそれのあるとき 

「特別警報」：重大な災害が起こるおそれが著しく大きい場合 

 （略） 

土砂災害警戒

情報 
 （略） 

土砂災害緊急

情報 
 （略） 

噴火警報等  （略） 

 

 

 

第2節 災害発生時の通信手段の確保 

主な担当関係部署：防災危機管理課、行政管理課、消防本部 

 

 

 

4節 被災者情報の把握及び提供 

主な担当関係部署：市民課、社会福祉課、子育て支援課、高齢福祉課、障害福祉課、 

防災危機管理課、行政管理課 

 

 

 

第３章 広報活動 

第1節 広報活動 

主な担当関係部署：情報政策課（広報班）、行政管理課、防災危機管理課、 

市民活動推進課（出張所班）、消防本部 

 

 

第 1項 広報体制の確保 

3 広報手段 

（略） 

広報の際は、本部統括部情報発信班、消防本部（消防団）、自主防災組織、自治会等と密接に連絡をとる

よう努める。また、視聴覚障害者や外国人等の情報弱者については、支援者等の協力を得ながら、特性に応

じた適切な情報提供となるよう配慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

所要の修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

第４章 応援派遣・受援活動 

第1節 防災機関等との応援・受援 

主な担当関係部署：防災危機管理課、職員課、社会福祉課、消防本部、上下水道局 

 

 

第 1項 応援・協力の要請 

3 協定に基づく応援の要請 

(1) 他の地方公共団体等への応援要請 

主な応援

要請基準 （略） 

主な要請

内容 （略） 

主な協定

締結先 

 山口県及び市町相互間の災害時応援協定書（山口県及び県下市町） 

 石油基地自治体協議会加盟団体災害時相互応援協定（加盟団体 53 自治体） 

 瀬戸内・海の路ネットワーク災害時相互応援に関する協定（海ネット共助会員のう

ち 74 自治体） 

 防府市と安芸高田市の災害時相互応援に関する協定書 

 災害時相互応援協定書（東大寺サミット実行委員会構成自治体のうち 9自治体） 

 雪舟サミット構成市災害時相互応援協定（構成 6 自治体） 

 山口県内広域消防相互応援協定書―全県下を対象とする広域消防相互応援協定 

 中国自動車道及び山陽自動車道における消防相互応援協定書―防府市、他 12 団体 

 山口県消防防災ヘリコプター応援協定―全県下の市町等を対象 

 火災調査等にかかる消防相互応援協定書―防府市、他 4 団体 
（令和元年 7 月末現在） 

 

 

第 2 項 応援の受入 

 
 

項 目 担 当 部 署 関 係 機 関 

人的 総務部職員班（職員課） 県・相互応援協定締結市ほか 

物的 健康福祉部救助班（社会福祉

課） 

県・相互応援協定締結市 

日本赤十字社 

社会福祉協議会ほか 

 

 

 

第4節 被災自治体への応援 

主な担当関係部署：防災危機管理課、職員課、社会福祉課、市民活動推進課、 

教育委員会（学校教育課）、消防本部、上下水道局 

 

 

第７章 緊急輸送 

第4節 輸送手段の確保 

主な担当関係部署：総務課、農林漁港整備課 

 

 

第４章 応援派遣・受援活動 

第1節 防災機関等との応援・受援 

主な担当関係部署：防災危機管理課、人事課、社会福祉課、消防本部、上下水道局 

 

 

第 1項 応援・協力の要請 

3 協定に基づく応援の要請 

(1) 他の地方公共団体等への応援要請 

主な応援

要請基準 （略） 

主な要請

内容 （略） 

主な協定

締結先 

 山口県及び市町相互間の災害時応援協定書（山口県及び県下市町） 

 石油基地自治体協議会加盟団体災害時相互応援協定（加盟団体 52 自治体） 

 瀬戸内・海の路ネットワーク災害時相互応援に関する協定（海ネット共助会員のう

ち 77 自治体） 

 防府市と安芸高田市の災害時相互応援に関する協定書 

 災害時相互応援協定書（東大寺サミット実行委員会構成自治体のうち 9自治体） 

 雪舟サミット構成市災害時相互応援協定（構成 6 自治体） 

 山口県内広域消防相互応援協定書―全県下を対象とする広域消防相互応援協定 

 中国自動車道及び山陽自動車道における消防相互応援協定書―防府市、他 12 団体 

 山口県消防防災ヘリコプター応援協定―全県下の市町等を対象 

 火災調査等にかかる消防相互応援協定書―防府市、他 4 団体 
（令和 2 年 9月末現在） 

 

 

第 2 項 応援の受入 

 
 

項 目 担 当 部 署 関 係 機 関 

人的 総務部職員班（人事課） 県・相互応援協定締結市ほか 

物的 健康福祉部救助班（社会福祉

課） 

県・相互応援協定締結市 

日本赤十字社 

社会福祉協議会ほか 

 

 

 

第4節 被災自治体への応援 

主な担当関係部署：防災危機管理課、人事課、社会福祉課、市民活動推進課、 

教育委員会（学校教育課）、消防本部、上下水道局 

 

 

第７章 緊急輸送 

第4節 輸送手段の確保 

主な担当関係部署：行政管理課、農林漁港整備課 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

組織改編 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

第 3 項 緊急通行車両の確認 

1 緊急通行車両の確認申請 

市が保有する車両を緊急通行車両として緊急通行車両等事前届出をし、届出済証の交付を受けている場

合や、新たに確認申請を行う場合は、総務課において、県公安委員会に申請を行う。 

 

 

 

第８章 避難 

第1節 避難勧告等の発令 

主な担当関係部署：防災危機管理課、総務課、情報政策課（広報班）、 

市民活動推進課（出張所班）、高齢福祉課、障害福祉課、子育て支援課、 

健康増進課、教育委員会（学校教育課）、消防本部 

 

 

第4節 避難場所等の設置・運営 

主な担当関係部署：防災危機管理課、総務課、情報政策課（広報班）、 

市民活動推進課（出張所班）、障害福祉課、高齢福祉課、子育て支援課、 

健康増進課、社会福祉課 

 

 

第 5 節 広域一時滞在 

主な担当関係部署：防災危機管理課、総務課、市政相談課、子育て支援課、建築課、 

教育委員会（学校教育課） 

 

 

 

第９章 要配慮者の支援 

第1節 避難における支援 

 

第 1項 避難勧告等の発令時の配慮等 

2 要配慮者利用施設（津波災害警戒区域の場合は避難促進施設）への情報伝達 

土砂災害警戒区域内の要配慮者利

用施設への情報伝達 

 土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設には、土砂災害降

雨危険度がレベル３相当に達した時点で FAX により伝達す

る。 

洪水浸水想定区域内の要配慮者利

用施設への情報伝達 （略） 

高潮浸水想定区域内の要配慮者利

用施設への情報伝達 （略） 

雨水出水浸水想定区域内の要配慮

者利用施設への情報伝達 （略） 

津波災害警戒区域内の避難促進施

設への情報伝達 （略） 

 

第 3項 緊急通行車両の確認 

1 緊急通行車両の確認申請 

市が保有する車両を緊急通行車両として緊急通行車両等事前届出をし、届出済証の交付を受けている場

合や、新たに確認申請を行う場合は、行政管理課において、県公安委員会に申請を行う。 

 

 

 

第８章 避難 

第1節 避難勧告等の発令 

主な担当関係部署：防災危機管理課、行政管理課、 

市民活動推進課（出張所班）、高齢福祉課、障害福祉課、子育て支援課、 

健康増進課、教育委員会（学校教育課）、消防本部 

 

 

第4節 避難場所等の設置・運営 

主な担当関係部署：防災危機管理課、行政管理課、 

市民活動推進課（出張所班）、障害福祉課、高齢福祉課、子育て支援課、 

健康増進課、社会福祉課 

 

 

第 5 節 広域一時滞在 

主な担当関係部署：防災危機管理課、行政管理課、市政相談課、子育て支援課、建築課、 

教育委員会（学校教育課） 

 

 

 

第９章 要配慮者の支援 

第1節 避難における支援 

 

第 1項 避難勧告等の発令時の配慮等 

2 要配慮者利用施設（津波災害警戒区域の場合は避難促進施設）への情報伝達 

土砂災害警戒区域内の要配慮者利

用施設への情報伝達 

 土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設には、土砂災害危険

度情報が警戒（警戒レベル３相当）に達した時点で FAX によ

り伝達する。 

洪水浸水想定区域内の要配慮者利

用施設への情報伝達 （略） 

高潮浸水想定区域内の要配慮者利

用施設への情報伝達 （略） 

雨水出水浸水想定区域内の要配慮

者利用施設への情報伝達 （略） 

津波災害警戒区域内の避難促進施

設への情報伝達 （略） 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

組織改編及び所要の修正 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編及び所要の修正 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

第１０章 食料・飲料水及び生活必需品等の供給 

第 1 節 食料の供給 

主な担当関係部署：防災危機管理課、総務課、職員課、社会福祉課、保険年金課（物資輸送班）、健康増進

課、農林水産振興課、おもてなし観光課（観光班）・商工振興課、教育委員会（学校教

育課）、消防本部、上下水道局 

 

 

第 1項 食料の供給 

1 食料需要の把握 

避難所 （略） 

在宅避難者、一時縁故先

などへの避難者 （略） 

旅行者  産業振興部観光班が関係施設等の協力を得て把握する。 

災害対策業務従事者 （略） 

救助活動従事者 （略） 

上下水道災害対応業務

従事者 
（略） 

 

 

 

第3節 生活必需品等の供給 

主な担当関係部署：防災危機管理課、総務課、社会福祉課、保険年金課（物資輸送班）、 

おもてなし観光課（観光班）・商工振興課 

 

 

第 1項 生活必需品等の供給 

1 生活必需品等の需要の把握 

避難所 （略） 

在宅避難者、一時縁故先

などへの避難者 
（略） 

旅行者  産業振興部観光班が関係施設等の協力を得て把握する。 

 

 

 

5 県への要請 

市の能力のみでは、生活必需品の供給ができない場合、県への供給を要請する。 

なお、生活必需品等の不足状況や入出荷の管理等については、県総合防災情報システムの救援物資管理

機能を活用するものとする。 

 

 

 

 

第１０章 食料・飲料水及び生活必需品等の供給 

第 1 節 食料の供給 

主な担当関係部署：防災危機管理課、行政管理課、人事課、社会福祉課、保険年金課（物資輸送班）、健康

増進課、農林水産振興課、おもてなし観光課（観光班）・商工振興課、教育委員会（学

校教育課）、消防本部、上下水道局 

 

 

第 1 項 食料の供給 

1 食料需要の把握 

避難所 （略） 

在宅避難者、一時縁故先

などへの避難者 （略） 

旅行者  地域交流部観光班が関係施設等の協力を得て把握する。 

災害対策業務従事者 （略） 

救助活動従事者 （略） 

上下水道災害対応業務

従事者 
（略） 

 

 

 

第3節 生活必需品等の供給 

主な担当関係部署：防災危機管理課、行政管理課、社会福祉課、保険年金課（物資輸送班）、 

おもてなし観光課（観光班）・商工振興課 

 

 

第 1項 生活必需品等の供給 

1 生活必需品等の需要の把握 

避難所 （略） 

在宅避難者、一時縁故先

などへの避難者 
（略） 

旅行者  地域交流部観光班が関係施設等の協力を得て把握する。 

 

 

 

5 県への要請 

市の能力のみでは、生活必需品の供給ができない場合、県への供給を要請する。 

なお、生活必需品等の不足状況や入出荷の管理等については、物資調達・輸送調整等支援システムの救援

物資管理機能を活用するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

（国）システムの運用開

始に伴う修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

第１２章 建物及び宅地の応急対策 

第2節 応急仮設住宅の供与 

第 3項 建設型応急仮設住宅 

3 応急仮設住宅建設の資機材等の調達 

応急仮設住宅の資機材は、関係団体（（一社）山口県建設業協会及び（一社）プレハブ建築協会及び

（一社）全国木造建設事業協会）の協力を得て調達する。 

用材の確保については、県災害本部農林対策部林務班が、災害救助部及び土木建築対策部からの依頼によ

り、木材業者団体（（一社）山口県木材協会）又は生産工場を通じて確保する。このため、関係業者及び木

材在荷量の把握資料を整理しておく。 

 

 

第3節 被災住宅の応急修理 

第 1項 対象者の調査及び選定 

応急修理の対象者は、市が被災者の資力その他の生活条件を十分調査し、市の発行する罹災証明書に基

づき県が選定する。場合によっては、県は、市に選定事務を委任する。 

対象となる基準は、応急仮設住宅の供与に準じ、災害発生によって住居が半焼又は半壊し、そのままで

は当面の日常生活を営むことができない者で、自らの資力をもってしては応急修理ができないものとす

る。 

 

 

 

 

第１４章 文教対策 

第1節 応急教育対策 

主な担当関係部署：教育委員会（教育総務課、学校教育課）、防災危機管理課、総務課 

 

 

 

 

第１５章 帰宅困難者への支援 

第1節 帰宅困難者対策 

主な担当関係部署：おもてなし観光課（観光班）・商工振興課、防災危機管理課、総務課 

 

 

 

 

 

第１６章 保健衛生・防疫活動 

第1節 保健衛生活動 

主な担当関係部署：健康増進課、高齢福祉課、障害福祉課、生活安全課 

 

 

 

 

第１２章 建物及び宅地の応急対策 

第2節 応急仮設住宅の供与 

第 3項 建設型応急仮設住宅 

3 応急仮設住宅建設の資機材等の調達 

応急仮設住宅の資機材は、関係団体（（一社）プレハブ建築協会及び（一社）全国木造建設事業協会）の

協力を得て調達する。 

用材の確保については、県災害本部農林水産対策部林務班が、災害救助部及び土木建築対策部からの依頼に

より、木材業者団体（（一社）山口県木材協会）又は生産工場を通じて確保する。このため、関係業者及び木

材在荷量の把握資料を整理しておく。 

 

 

第3節 被災住宅の応急修理 

第 1項 対象者の調査及び選定 

応急修理の対象者は、市が被災者の資力その他の生活条件を十分調査し、市の発行する罹災証明書に基づ

き県が選定する。場合によっては、県は、市に選定事務を委任する。 

対象となる基準は、応急仮設住宅の供与に準じ、災害発生によって住居が半壊、半焼若しくはこれらに準

ずる程度の損傷を受け、そのままでは当面の日常生活を営むことができない者で、自らの資力をもってして

は応急修理ができないものとする。 

 

 

 

 

第１４章 文教対策 

第1節 応急教育対策 

主な担当関係部署：教育委員会（教育総務課、学校教育課）、防災危機管理課、行政管理課 

 

 

 

 

第１５章 帰宅困難者への支援 

第1節 帰宅困難者対策 

主な担当関係部署：おもてなし観光課（観光班）・商工振興課、防災危機管理課、行政管理課 

 

 

 

 

第１６章 保健衛生・防疫活動 

第1節 保健衛生活動 

主な担当関係部署：健康増進課、高齢福祉課、障害福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

（県）地域防災計画見直

しに伴う修正 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

（国）防災基本計画の見

直しに伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

所要の修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

第１７章 動物救護 

第1節 動物の救護 

主な担当関係部署：生活安全課、防災危機管理課、総務課、建築課 

 

 

 

第１８章 行方不明者の捜索・遺体の処理 

第2節 遺体の処理 

大規模災害では、多数の死者の発生が予想されるが、遺体の取扱いや埋火葬及び納骨が段階ごとに的確かつ

迅速に処理されることは、被災地における人心の安定を図る上でも重要であることから、速やかな措置を行う

よう努める。 

また、死亡した者に対して、その遺族が混乱のため、資力の有無に係わらず埋火葬及び納骨を行うことが困

難な場合又は死亡した者の遺族がない場合、遺体の応急的な埋葬を実施する。 

 

（主な活動と実施期間）主な活動と実施期間 

活動項目 直後 30 分～ 2時間～ 24 時間～ 72 時間～ 1 週間～ 

1 遺体の取扱い       

2 遺体の埋火葬       

  

 

第 1 項 遺体の取扱い 

2 遺体の一時保存 

遺体の身元識別のために相当な時間を必要とし、又は死亡者が多数のため短期間に埋火葬ができない場合

において、被害現場付近の適当な場所（寺院等の施設、神社、仏閣、学校等の敷地等に仮設）に遺体を集め、

埋火葬が実施できるまで保存する。 

 

 

第 2 項 遺体の埋火葬 

遺体の埋火葬は、市が実施する。県は、市が行う埋火葬に係る全般的事項について協力するとともに、関係

機関との間に必要な連絡調整を行う。 

1 埋火葬に必要な物資の支給 

埋火葬は、救助の実施機関（市長）が現物給付することを原則とし、棺、骨つぼ等埋火葬に必要な物資の

支給を行う。 

 

 

 

 

第１９章 廃棄物処理 

第1節 災害廃棄物処理 

主な担当関係部署：クリーンセンター、生活安全課、農林水産振興課、建築課 

 

 

第１７章 動物救護 

第1節 動物の救護 

主な担当関係部署：生活安全課、防災危機管理課、行政管理課、建築課 

 

 

 

第１８章 行方不明者の捜索・遺体の処理 

第2節 遺体の処理 

大規模災害では、多数の死者の発生が予想されるが、遺体の取扱いや埋葬が段階ごとに的確かつ迅速に処理

されることは、被災地における人心の安定を図る上でも重要であることから、速やかな措置を行うよう努める。 

また、死亡した者に対して、その遺族が混乱のため、資力の有無に係わらず埋葬を行うことが困難な場合又

は死亡した者の遺族がない場合、遺体の応急的な埋葬を実施する。 

 

 

（主な活動と実施期間）主な活動と実施期間 

活動項目 直後 30 分～ 2時間～ 24 時間～ 72 時間～ 1 週間～ 

1 遺体の取扱い       

2 遺体の埋葬       

 

 

第 1 項 遺体の取扱い 

2 遺体の一時保存 

遺体の身元識別のために相当な時間を必要とし、又は死亡者が多数のため短期間に埋葬ができない場合に

おいて、被害現場付近の適当な場所（寺院等の施設、神社、仏閣、学校等の敷地等に仮設）に遺体を集め、埋

葬が実施できるまで保存する。 

 

 

第 2 項 遺体の埋葬 

遺体の埋葬は、市が実施する。県は、市が行う埋葬に係る全般的事項について協力するとともに、関係機関

との間に必要な連絡調整を行う。 

1 埋葬に必要な物資の支給 

埋葬は、救助の実施機関（市長）が現物給付することを原則とし、棺、骨つぼ等埋葬に必要な物資の支給

を行う。 

 

 

 

 

第１９章 廃棄物処理 

第1節 災害廃棄物処理 

主な担当関係部署：クリーンセンター、農林水産振興課、建築課 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所要の修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

第 2項 災害廃棄物処理の実施 

2 協力及び支援体制 

   災害発生時には、迅速な人命救助のために、自衛隊や警察、消防と連携して道路上の災害廃棄物等を撤去

する必要がある。そのため、自衛隊等との情報共有に努め、スムーズな連携を図る。 

   また、多量の災害廃棄物が発生した場合には、速やかに処理体制を構築する必要があるため、県を通じた

国や他の地方公共団体、民間事業者への支援要請を検討するとともに、被災家屋の片づけ等に関わることが

想定されるボランティア団体との連携を図る。 

   なお、本市が被災した場合に県内の市町に協力を要請する一方、県内の市町で同様の被害が出た場合に

は、速やかに連絡を取り、災害廃棄物処理に関する協力を行う。 

 

 

 

 

 

第２３章 ライフライン施設等の応急復旧 

第1節 電力施設 

主な担当関係機関：中国電力㈱山口営業所、県企業局 

災害により電気施設に被害があった場合、中国電力株式会社及び県企業局は、速やかに活動体制を構築し、

二次災害の発生の防止及び被害の軽減、応急復旧に努める。 

市は、電力施設の被害状況及び停電状況、復旧見込み等の情報を収集し、市民へ提供する。 

 

 

第 1 項 中国電力の応急対策 

1 災害対策の基本方針 

災対法、電気関係法規及び中国電力株式会社の諸規定に立脚して、総合的・長期的視野に立った災害対

策を推進する。 

 

2 災害発生時の防災体制 

 

防災活動体制 

 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、その状況に応じて、総本

部、支社及び各事業場において必要な防災体制を発令する。 

 防災体制は、警戒体制、非常体制及び特別非常体制に区分し、状況に応じた

体制をとる。 

災害対策室の

構成及び任務 

 災害対策室の組織及び任務については、中国電力㈱の社内規定に基づき、別に

定める。 

防災体制時の

情報連絡経路 

 支社に特別非常体制が発令された場合の情報連絡経路は、資料編のとおりとす

る。電気事業法、災対法、河川法、電波法等に基づく報告は、原則として、業

務分掌により行う。 

 経済産業省を始め中央官庁及び関係箇所は、東京支社が対応する。 

 

 

 

 

第 2項 災害廃棄物処理の実施 

2 協力及び支援体制 

   災害発生時には、迅速な人命救助のために、自衛隊や警察、消防と連携して道路上の災害廃棄物等を撤去

する必要がある。そのため、自衛隊等との情報共有に努め、スムーズな連携を図る。 

   また、多量の災害廃棄物が発生した場合には、速やかに処理体制を構築する必要があるため、県を通じた

国や他の地方公共団体、民間事業者への支援要請を検討するとともに、被災家屋の片づけ等に関わることが

想定されるボランティア、NPO 等の支援を得て災害廃棄物の処理を進める場合には、社会福祉協議会、NPO 等

との連携を図る。 

   なお、本市が被災した場合に県内の市町に協力を要請する一方、県内の市町で同様の被害が出た場合には、

速やかに連絡を取り、災害廃棄物処理に関する協力を行う。 

 

 

 

 

第２３章 ライフライン施設等の応急復旧 

第1節 電力施設 

主な担当関係機関：中国電力ネットワーク㈱山口ネットワークセンター、県企業局 

災害により電気施設に被害があった場合、中国電力ネットワーク㈱及び県企業局は、速やかに活動体制を構

築し、二次災害の発生の防止及び被害の軽減、応急復旧に努める。 

市は、電力施設の被害状況及び停電状況、復旧見込み等の情報を収集し、市民へ提供する。 

 

 

第 1 項 中国電力ネットワーク㈱の応急対策 

1 災害対策の基本方針 

災対法、電気関係法規及び中国電力ネットワーク㈱の諸規定に立脚して、総合的・長期的視野に立った災

害対策を推進する。 

 

2 災害発生時の防災体制 

 

【防災体制の発令基準】 

区分 発令の考え方 

警戒体制 

(災害対策準備本部) 

◆担当区域に一定の被害が予測される場合 

◆担当区域内に被害が発生し、応急対応を実施する必要がある

場合 

 

非常体制 

(災害対策本部) 

◆担当区域内に大規模な被害が発生し、応急対応を実施する必要が

ある場合 

特別非常体制 

(災害対策本部) 

◆担当区域に甚大な被害が発生し、復旧に相当の時間を要するなど

社会的影響が非常に大きい場合 

【市本部との連絡体制】 

 市防災危機管理課に都度提出している「災害対策本部設置のお知らせ」に記載のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

（国）防災基本計画の見

直しに伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分社に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所要の修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

第 2項 県営電力施設の応急対策 

3 保安対策 

必要に応じて、中国電力株式会社の指示により送電を停止する。 

 

 

 

 

２４章 農林業災害応急対策 

第1節 農産物対策 

第 1項 病害虫防除対策（植物防疫法） 

1 県の防除体制 

実 施 事 項 実 施 内 容 

病害虫防除計画の

作成及び指導 
（略） 

防除活動 

 県農林水産部は、県病害虫防除対策協議会を設置し、市に対し、県防除方

針に基づき指導を行うとともに、次の措置を講じる。 

・防除技術指導のため現地へ指導班を派遣する。 

・農林総合技術センター農業技術部（病害虫防除所）と農林水産事務所

（農業水産部）は一体となって防除技術指導体制を確立し、管内の病害

虫発生状況を常時正確に把握するとともに、県農林部へ速報する。 

・農林総合技術センター（病害虫防除所）は、県農林水産部の発生予察情

報に基づき、関係機関、団体に情報を伝達（提供）する。 

・被災地域が広大で、集団的に一斉に病害虫の防除を実施する必要がある

ときは、農林水産大臣に対し緊急防除の申請を行う。 

農薬等の確保措置 （略） 

 

 

 

 

第 2項 種子及び種苗の確保供給（主要農作物種子法） 

2 供給の方法 

対 象 方 法 

種籾 （略） 

野菜関係 
 市長からの要請により、全国農業協同組合連合会山口県本部を通じ供給の

あっせんを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2項 県営電力施設の応急対策 

3 保安対策 

必要に応じて、中国電力ネットワーク㈱の指示により送電を停止する。 

 

 

 

 

２４章 農林業災害応急対策 

第1節 農産物対策 

第 1項 病害虫防除対策（植物防疫法） 

1 県の防除体制 

実 施 事 項 実 施 内 容 

病害虫防除計画の

作成及び指導 
（略） 

防除活動 

 県農林水産部は、県病害虫防除対策協議会を設置し、市に対し、県防除方針

に基づき指導を行うとともに、次の措置を講じる。 

 

・農林総合技術センター農業技術部（病害虫防除所）と農林水産事務所及び

農林事務所（農業部）は一体となって防除技術指導体制を確立し、管内の

病害虫発生状況を常時正確に把握するとともに、県農林水産部へ速報す

る。 

・農林総合技術センター（病害虫防除所）は、県農林水産部の発生予察情報

に基づき、関係機関、団体に情報を伝達（提供）する。 

・被災地域が広大で、集団的に一斉に病害虫の防除を実施する必要があると

きは、農林水産大臣に対し緊急防除の申請を行う。 

農薬等の確保措置 （略） 

 

 

 

 

第 2項 種子及び種苗の確保供給（主要農作物種子法） 

2 供給の方法 

対 象 方 法 

種籾 （略） 

野菜関係 
 市長からの要請により、全国農業協同組合連合会山口事務所・山口県農業協

同組合を通じ供給のあっせんを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分社に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（県）地域防災計画見直

しに伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

第４編 復旧・復興計画 

第１章 復旧・復興活動 

第1節 市の活動体制の確立 

第 1項 災害復旧本部の設置 

2 市復旧本部の組織 

【市復旧本部組織図】 

 

 

 

 

第２章 被災者の生活再建 

第 6 節 租税の特例措置 

市は、県をはじめとする防災関係機関と協力して、災害により被害を受けた市民の速やかな再起が図られる

よう税等の納期限の延長、徴収の猶予及び減免、住宅・援護資金の貸付等について必要な措置を講じる。 

 

 

第 8 節 貸付・支給による経済再建の支援 

第 1項 生活資金の貸付 

3 県市町中小企業勤労者小口資金 

県内に居住し、中小企業の同一事業所に１年以上勤続している者等に対して貸付けられるもので、県・市・

労働金庫が協調して貸付けを行う。 

第４編 復旧・復興計画 

第１章 復旧・復興活動 

第1節 市の活動体制の確立 

第 1項 災害復旧本部の設置 

2 市復旧本部の組織 

【市復旧本部組織図】 

 

 

 

 

第２章 被災者の生活再建 

第 6 節 租税の特例措置 

市は、県をはじめとする防災関係機関と協力して、災害により被害を受けた市民の速やかな再起が図られる

よう税等の納期限の延長、徴収の猶予及び減免等について必要な措置を講じる。 

 

 

第 8 節 貸付・支給による経済再建の支援 

第 1項 生活資金の貸付 

3 県市町中小企業勤労者小口資金 

県内に居住し、中小企業の同一事業所に１年以上勤続している者等に対して貸付けられるもので、県・市・

労働金庫が協調して貸付けを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所要の修正 
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（市長） 
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（副市長） 
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教育長 
総務部長 
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生活環境部長 
健康福祉部長 
産業振興部長 
土木都市建設部長 
教育部長 
上下水道局長 
消防長 
議会事務局長 
 

土木都市建設部 
（土木都市建設部長） 

産業振興部 
（産業振興部長） 

上下水道対策部 
（上下水道局長） 

応援協力部 
（議会事務局長） 

文教対策部 
（教育部長） 

消防対策部 
（消防長） 

生活環境部 
（生活環境部長） 

総合政策部 
（総合政策部長） 

 

地域交流部 
（地域交流部長） 

健康福祉部 
（健康福祉部長） 

本部長 
（市長） 
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（総務部長） 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

資金の種類  （略） 

貸付の概要 

 貸付限度額 １００万円 

 償還期間   １０年以内 

 利率 年１.６３％（保証料別途） 

申込先  （略） 

 

 

 

 

第３章 公共施設の災害復旧・復興計画 

第1節 災害復旧事業の推進 

主な担当関係部署：河川港湾課、道路課、農林漁港整備課、都市計画課、建築課、上下水道局、 

教育委員会（教育総務課、生涯学習課）、職員課、障害福祉課、財政課、 

防災危機管理課  

 

 

 

第 1 項 災害復旧事業の推進 

1 災害査定の早期実施 

市は、災害発生後できる限り速やかに公共施設の被害実態の把握及び必要な資料調製を行い、査定前着

工、早期の災害査定又は緊急査定の実施に努めるものとする。 

なお、査定に当たっては、事前協議制度を活用するなど、迅速な査定が行われるよう努める。 

 

  

 

 

 

第４章 被災中小企業・農林水産事業者の復興支援 

第 2 節 被災農林漁業関係者の援助措置 

第 2項 災害補償業務の迅速・適正化 

 

 農業災害補償法（昭和 22 年法律第 185 号）に基づく農業共済団体の災害補償業務の迅速・的確

化の要請。 

 漁業災害補償法（昭和 39 年法律第 158 号）、漁船損害等補償法（昭和 27 年法律第 28 号）に基づ

く災害補償業務の迅速、適正化の要請。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金の種類  （略） 

貸付の概要 

 貸付限度額 １００万円 

 償還期間   １０年以内 

 利率 年１.６４％（保証料別途） 

申込先  （略） 

 

 

 

 

第３章 公共施設の災害復旧・復興計画 

第1節 災害復旧事業の推進 

主な担当関係部署：河川港湾課、道路課、農林漁港整備課、都市計画課、建築課、上下水道局、 

教育委員会（教育総務課、生涯学習課）、人事課、障害福祉課、財政課、 

防災危機管理課  

 

 

 

第 1 項 災害復旧事業の推進 

1 災害査定の早期実施 

市は、災害発生後できる限り速やかに公共施設の被害実態の把握及び必要な資料調製を行い、査定前着

工、早期の災害査定又は緊急査定の実施に努めるものとする。 

なお、査定に当たっては、事前打合せ制度を活用するなど、迅速な査定が行われるよう努める。 

 

  

 

 

 

第４章 被災中小企業・農林水産事業者の復興支援 

第 2 節 被災農林漁業関係者の援助措置 

第 2項 災害補償業務の迅速・適正化 

 

 農業保険法（昭和 22 年法律第 185 号）に基づく農業共済団体の災害補償業務の迅速・的確化の

要請。 

 漁業災害補償法（昭和 39 年法律第 158 号）、漁船損害等補償法（昭和 27 年法律第 28 号）に基づ

く災害補償業務の迅速、適正化の要請。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 23 -  

 

現 行 修 正 案 備 考 

 

第５章 金融対策 

第 1 節 金融対策 

大規模災害の発生は、地域の産業、市民に大きな被害を与え、社会生活、経済活動に深刻な影響を及ぼす

ことが考えられる。被災地での早期の復旧復興に当たっては、通貨の円滑な供給、金融の迅速適切な調整及

び信用制度の保持運営の金融対策が必要となる。 

日本銀行下関支店は、被災地域における人心の安定及び災害の復旧に資するため、災害復旧・復興に際し

て必要となる各種金融対策に必要な措置を講ずるものとする。 

 

 

 

（活動方針） 

〇被災地の現金供給に向けた体制を構築する。 

○通貨の安定した流通を図る。 

○被災地に職員を派遣する等により、損傷紙幣の引き換え等を行う。 

〇（新規） 

〇（新規） 

 

 

（主な活動と実施期間） 

 

活動項目 当日 １日後～ ３日後～ １週間後～ １か月後～ 数か月後～ 

1 銀行券の発行並びに通貨及び金融の調

整 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2節 非常金融措置 

主な担当関係部署：会計課 

主な担当関係機関：金融機関、日本銀行下関支店 

 

（活動方針） 

○決済システムの安定運行、金融業務の継続、払い戻しや貸出の特例等を設け、被災者を支援する。 

○各種措置が被災者へ行き渡るよう、様々な手段で広報する。 

 

 

第５章 金融対策 

第 1 節 金融対策 

大規模災害の発生は、地域の産業、市民に大きな被害を与え、社会生活、経済活動に深刻な影響を及ぼすこ

とが考えられる。被災地での早期の復旧復興に当たっては、この計画に定めるところにより所要の措置を講じ

る。 

日本銀行下関支店は、被災地域における人心の安定及び災害の復旧に資するため、災害復旧・復興に際して

必要となる各種金融対策に必要な措置を講ずるものとする。 

 

 

（活動方針） 

〇被災地の現金供給に向けた体制を構築する。 

○通貨の安定した流通を図る。 

○被災地に職員を派遣する等により、損傷紙幣の引き換え等を行う。 

○決済システムの安定運行、金融業務の継続、払い戻しや貸出の特例等を設け、被災者を支援する。 

○各種措置が被災者へ行き渡るよう、様々な手段で広報する。 

 

 

（主な活動と実施期間） 

 

活動項目 当日 １日後～ ３日後～ １週間後～ １か月後～ 数か月後～ 

1 銀行券の発行並びに通貨及び金融の調

整 

 

     

2 資金決済の円滑な確保 

 

     

3 金融機関の業務運営の確保に係る措置       

4 金融機関による金融上の措置の実施に

かかる要請 
      

5 各種措置に関する広報       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本銀行防災業務計画の

一部修正に伴う修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

（主な活動と実施期間） 

 

活動項目 当日 １日後～ ３日後～ １週間後～ １か月後～ 数か月後～ 

1 資金決済の円滑な確保 

 

     

2 金融機関の業務運営の確保に係る措置       

3 金融機関による金融上の措置の実施に

かかる要請 
      

4 各種措置に関する広報       

 

 

第 1項 資金決済の円滑な確保 

 

第 2項 金融機関の業務運営の確保に係る措置 

 

第 3項 金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

 

 

第 4 項 各種措置に関する広報 

災害応急対策に関する情報について、新聞、放送、ウェブサイトその他の適切な方法により、迅速に国民に

提供するよう努める。 

特に金融機関に対し、営業時間延長、休日臨時営業、預貯金の便宜払戻措置、損傷銀行券・貨幣の引換え措

置等について要請を行ったときは、関係行政機関と協議の上、金融機関及び放送事業者と協力して速やかにそ

の周知徹底を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

第 2項 資金決済の円滑な確保を通じ信用秩序の維持に資するための措置 

 

第 3項 金融機関の業務運営の確保に係る措置 

 

第 4項 金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

 

 

第 5 項 各種措置に関する広報 

災害応急対策に関する情報について、新聞、放送、ウェブサイトその他の適切な方法により、迅速に国民に

提供するよう努める。 

特に金融機関に対し、営業時間延長、休日臨時営業、預貯金の便宜払戻措置及び損傷日本銀行券・貨幣の引

換え措置等について要請を行ったときは、関係行政機関と協議の上、金融機関及び放送事業者と協力して速や

かにその周知徹底を図る。 

 

日本銀行防災業務計画の

一部修正に伴う修正 
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